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経済財政運営と改革の基本方針2026（概要）(令和８年７月21日閣議決定)
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経済財政運営と改革の基本方針2026（抄）(令和８年７月21日閣議決定)
第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現
４．その他主要分野ごとの重要課題と取組方針
（２）公教育の再生、研究活動の活性化
(前略)先端研究施設7 ・設備等の整備・共用・高度化を促進する。AIを科学研究に適用し、新たな発見や
理解を加速する「AI for Science」を推進する。

-----
 7 大型放射光施設SPring-8、NanoTerasu、富岳NEXT等を含む。
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日本成長戦略（概要）(令和８年７月21日閣議決定)
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日本成長戦略（抄）(令和８年７月21日閣議決定)
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Ⅲ．８つの分野横断的課題の解決
１．新技術立国・競争力強化
（２）対応の方向性
③講じるべき施策パッケージ
ⅲ）新技術立国の実現とグローバル市場の獲得・経済安全保障の強化
（「技術で勝ってビジネスでも勝つ」新技術立国の実現）
国研の国家的課題に向けたミッションを明確化し、国家安全保障に資するデュアルユース技術等の研究開発のための
セキュアなオフキャンパス拠点を整備するなど、プラットフォーム機能を強化するとともに、産業技術総合研究所のベンチャー
キャピタル(VC)への出資機能の追加、それも活用した国研の技術シーズの普及に
取り組む。また、国研等の研究開発に係る調達手続の運用柔軟化を検討するほか、老朽化した施設・設備の戦略的
整備・更新により研究基盤を更に強化する。

４．人材育成
（２）対応の方向性
③講じるべき施策パッケージ
ⅲ）「人材力」の基盤となる環境整備
(前略)ＡＸ時代に向けた教育・研究環境の整備121を進めることに加え、(中略)。
また、「AI for Science」の推進やそれを支える研究インフラの構築を進めるほか、
(後略)
-----
121 (前略)研究施設・設備の計画的な整備。



戦略17分野における「主要な製品・技術等」の官民投資ロードマップ
(令和８年７月21日 閣議決定)
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統合イノベーション戦略2026 (令和８年７月14日閣議決定) 

本日は、本年３月に閣議決定した第７期『科学技術・イノベーション基本計画』の初年度の重点施策を取りまとめた『統合イノベーション
戦略2026』の案がまとまりました。「技術で勝ってビジネスでも勝つ」ためには、科学技術・イノベーション力の向上を図るとともに、「科学研究」
と「社会実装」を一体的に推進していくことが必要です。
このため、高市内閣では、
・令和９年度概算要求におきましても、「研究費の実質倍増」を目指して、『「強く豊かな日本」投資枠』も活用し、科研費や大学の運営費
交付金の大幅拡充など、知の基盤に必要な予算の確保に取り組むとともに、
・『改正産業技術力強化法』によって抜本強化された「研究開発税制」につきまして、令和９年度からの施行に向けて、関係法令の整備を
進めるとともに、広く周知し、企業、大学、国立研究開発法人に活用を働きかけることで、官民の研究開発投資を推進してまいります。
また、『日本成長戦略』の取りまとめに当たりましては、
・イノベーション・エコシステムを支えるスタートアップの製品・サービスの政府調達を促すSBIR制度の抜本拡充や、
・17の戦略分野を中心とする産業競争力強化につながる新たな大学群の形成に向けた検討、などの取組をしっかりと反映してください。
「強い経済」の基盤となるのは、優れた科学技術力です。
「新技術立国」の実現に向け、政府一体となって本戦略の実施に取り組んでください。

（出典）第85回総合科学技術・イノベーション会議における高市総理の発言(令和８年７月10日)



8

統合イノベーション戦略2026 （概要） (令和８年７月14日閣議決定) 
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統合イノベーション戦略2026 （抄） (令和８年７月14日閣議決定) 

（７）国立研究開発法人の改革
（特に重点を置くべき施策）
・ (前略)また、人件費・物価の上昇等も踏まえつつ、施設・設備等の老朽化対策や研究設備・機器の高度化を含めて基盤的経費を確保する。
【府、総、関係省庁】

・ 理研において、ＡＩ・量子等の重要技術研究拠点など、産学官の研究者がセキュアな環境で研究開発を進めることができるオフキャンパス機能や
SPring-8等の大型研究施設における利用環境の整備を推進する。【文】

３．技術領域の戦略的重点化
（２）17の重要技術領域
⑤ 資源・エネルギー安全保障・ＧＸ関連技術
＜その他環境対策等に資する施策＞
・ エネルギー安全保障・経済安全保障や国際競争力強化等に不可欠な原子力科学技術基盤の強化に向けて、基礎・基盤研究や大型研究施設の
整備・高度化・利活用を促進する。【文】

（特に重点を置くべき施策）
・ 我が国の研究基盤を刷新し、若手を含めた全国の研究者が挑戦できる魅力的な研究環境を実現するため、EPOCHを創設し、地域性や組織の強み・特色
等も踏まえ、研究開発マネジメント人材及び技術職員を含めたコアファシリティを全国の研究大学等(15件程度)に戦略的に整備するとともに、先端的な研究設
備・機器の整備・共用・高度化を推進する。【文】

・ 特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（平成６年法律第78号）に基づき、特定先端大型研究施設の整備・共用・高度化を推進するとともに、
経済安全保障を踏まえたセキュアな利用環境の整備等を通じて、17の戦略分野における成果創出を促進する。【文】

・ 2029年度中の共用開始に向けて、大型放射光施設(SPring-8)の高度化(SPring-8-II)に向けた整備を推進する。【文】
・ 3GeV高輝度放射光施設(NanoTerasu)及び大強度陽子加速器施設(J-PARC)から創出される成果を最大化するため、ビームラインの増設を始めとし
た機能強化を推進する。【文】

・ 2027年度後半から約1年間を予定しているSPring-8の運転停止期間中における研究活動の継続のため、量子ビーム施設の一元的な窓口機能の設置
や量子ビーム施設間の連携、利用制度の在り方等を検討し、必要な対応を進める。【文】

・ SPring-8/SACLAやJ-PARC等の量子ビーム施設における研究活動の継続に必要となる十分な運転時間の確保や老朽化対策等を実施する。【文】
・ 研究者の研究環境の改善を図る観点から、研究資金制度の見直しに向けて、「競争的研究費の適正な執行に関する指針」（令和３年12月17日改正）等、
競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせについて必要な改正を行う。【府、文、関係省庁】

２．知の基盤としての「科学の再興
（５）研究施設・設備、研究資金等の改革
（現状認識）
我が国の研究力強化のためには、先端研究設備等の整備・共用・高度化の推進に加え、大型研究施設の高度化や、学術論文等の即時オープンアクセスの
推進、研究評価の見直し、研究資金制度の継続的改善等、研究環境の改善が求められている。我が国の研究基盤を刷新し、魅力的な研究環境を実現して
いくことが重要である。



バーティカルAI領域別戦略 中間とりまとめ（概要）
(令和８年７月10日人工知能戦略本部資料)
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バーティカルAI領域別戦略中間とりまとめ（抄）(令和８年７月10日)
３．１ 市場性を有する領域別戦略
３．１．６ 創薬領域 【厚労省】
④ 2030年に向けて取り組む主な施策
● AI創薬のための学術研究基盤の機能強化：産学連携によるAI創薬の実現に向け、大学・国立研究開発法人等の研究機関におけ
る大型研究施設(SPring-8等)や先端機器の共用及び高度な解析等に係る技術支援を推進するとともに、ライフサイエンス分野の
データ基盤の整備を一体的に進めることで、学術研究基盤の機能強化を図る。
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３．３ 戦略性のある領域別戦略
３．３．８ 科学研究領域 【文科省】
④ 2030年に向けて取り組む主な施策
AI for Scienceを前提とした我が国の研究システムや人材育成の在り方を、
官民一体となり再構築するべく、「AI for Scienceの推進に向けた基本的な戦
略方針(文部科学省策定)」等を踏まえ、ＡＩモデル・ツール開発、実験基盤、
データ基盤、計算基盤等の全層一貫的な高度化や運用・利用を推進する。
特に、以下のプロジェクトに官民の投資を集中させ、産学によるAI for 
Scienceの共創を実現する。

● 高品質なデータ創出に向けた研究基盤整備 ・・・（ⅲ）：
SPring-8やNanoTerasu等の特定先端大型研究施設や先端研究

設備等の整備・共用・高度化を推進し、オートメーション/クラウドラボの構築
をはじめとした高品質かつ大量のデータの継続的な創出を可能とする実験
基盤を形成するとともに、人材育成や産業界との協働によるコア技術の国内
蓄積や国際標準化、効率的かつセキュアな状況下で利活用できる環境整
備を含めた多様な活動を展開する拠点を形成する。 
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AI for Scienceの推進に向けた基本的な戦略方針 (令和８年３月31日文部科学省策定)
２．日本の現状（強みと課題）
2-1．強み
（研究基盤）
また、世界トップレベルの研究装置群と多様な研究者層、最先端の大型研究施設等を有するとともに、ライフサイエンスやマテリアル、
防災、地球環境等の分野において蓄積してきた再現性・信頼性の高い実験・観測データ(リアルワールドデータ)を有しており、これらは
AI for Science推進のための極めて大きな資産となり得る。（後略）
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７．基本的な各取組の考え方
（３）データ：AI駆動型研究を支えるデータの創出・活用基盤の整備
AI for Scienceの実現のためには、 より多くの研究者がAIを活用した研究環境を利用でき、
データの収集・解析の標準化も含め高品質かつ大量のデータを 継続的に創出・活用できる研究
システムの構築が重要である。（略）また、高品質な研究データを創出・活用するため、全国の
研究大学等において、コアファシリティを戦略的に整備するとともに、先端的な研究設備・機器の
整備・共用・高度化を推進する。
さらに、最先端大型研究施設から創出されるデータについて、年々増大するデータを効率的か
つセキュアな状況下で利活用できる環境を整備する。これらの 取組を通じて、AI利活用可能な
データセットの構築・共用を促進するとともに、人によるキュレーションを含めデータセット構築を促す
インセンティブ設計についても検討する必要がある。 

（５）産学連携・国際連携
（国際連携・協業の考え方）
日本は、ライフサイエンスやマテリアルをはじめとする様々な分野において、長年にわたり蓄積して
きた高品質な研究データや、精密な計測・実験技術、世界トップクラスの計算基盤や大型研究
施設等の研究インフラを有している。これらの強みを最大限に活用し、AI for Scienceの国際
的な発展において不可欠な地位を確立することを目指す。 
このため、世界のトップレベルの研究機関・研究者との間で、相互の強みを補完し合う互恵的な
連携・協働を戦略的に深化させることにより、日本がAI for Science先進国の一翼を担うととも
に、国際的な研究・産業競争力の持続的な向上を図る。 



日本経済団体連合会による「科学技術立国戦略」提言 総理手交(令和８年５月13日)

【日本経済団体連合会による「科学技術立国戦略」提言(抄)】
②セキュアな産学連携プラットフォームの機能の強化
現下の国際情勢を踏まえると、研究セキュリティ・インテグリティを確保する
とともに、社会実装に向けた技術開発を進める体制の構築が急務である。国研は、大学や企業の
研究者に対してセキュアな産学連携のプラットフォームを提供し、その存在価値・存在意義を高め
ていくべきである。（中略）
なお、セキュアな研究環境については、国研に限るものではなく、例えば、ナノテラスをはじめと
する大型研究施設等においても、ハードとソフトの両面で遮断可能なファイアウォールの設置や
データの安全性確保等も必要である。

(出典)写真は首相官邸HPより引用

【総理発言(抄)】
（前略）提言も踏まえまして、「新技術立国」の施策の具体化を図ってま
いります。例えば、研究機器などの基盤整備をしっかり行うことで、研究費
が実質的に倍増する形を目指します。（中略）今、例を挙げましたけれど
も、こういった新たな政策を成長戦略に位置づける予定でございます。
「強い経済」の基盤というのは、優れた科学技術力でございますので、官民
で是非連携して取り組んでまいりたいと存じます。
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